
【第１号様式】（第８条関係）
令和　　年　　月　　日　

京都府知事　西脇 隆俊　様


　　　　　所　在　地　
名　　　称
（法人名又は個人事業主名）
代表者職氏名


物流拠点高度化・効率化推進事業費補助金交付申請書


　補助金等の交付に関する規則第５条及び物流拠点高度化・効率化推進事業費補助金交付要領第８条の規定により、下記のとおり補助金の交付を申請します。

記

１　補助金交付申請額　　　　　　　　　　円

２　連絡担当者
　　所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
役　職：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　TEL：　　　　　　　　　　　　　FAX：　　　　　　　　　　　　

　　メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[bookmark: _GoBack]３　添付書類
　(1) 事業実施計画書（第１号様式 別紙１）
　(2) 事業収支予算書（第１号様式 別紙２）
(3) 誓約書（第１号様式 別紙３）
(4) 口座振替依頼書（第７号様式）
　(5) 指令前着手届（第２号様式）※必要な場合のみ
　(6) 直近１期分の決算書（貸借対照表、損益計算書）
　(7) 京都府税に滞納がないことの証明書（発行後３ヶ月以内のもの。写し可。）
(8) 建物等の使用権原を証する書類（不動産登記簿謄本、賃貸借契約書の写し等）
　(9) 導入・機能追加をするシステムの内容の分かるもの（カタログ、図面等）
(10) システムの導入・機能追加の見積書（システム導入等に関する内容や個数等の明細が記載され、税抜き価格が明記されたもの）の写し
(11）補助金の振込先金融機関の通帳の写し
　(12）その他知事が必要と認める種類

＜注意事項＞
○　控えとして、交付申請書及び添付書類の写しを必ず手元に残してください。
[bookmark: _Hlk108774416]○　「１　補助金交付申請額」と、第１号様式 別紙２の「補助所要額④」の金額が一致するように記載してください。
[bookmark: _Hlk108777879]○　申請者の所在地は、物流拠点の住所ではなく、法人の登記上の本社の住所を記載してください。
○　所在地については地番まで、氏名については旧字体等正確に記載してください。
○　(6)については、法人設立一期目で申告期限未到来の法人に限り、法人設立届（写）又は商業登記簿謄本（発行から3ヶ月以内のもの）で代用可とします。
また、個人事業主の場合は、直近１期分の確定申告書（第一表）の写しを提出してください。
〇　(10)については、申請者名義（法人名等）である必要があります。個人事業主の方で、商習慣上、見積書や請求書等が「屋号」宛てに発行されている方でも、本事業における書類は、必ず氏名も並記してください。
また、見積書には、本事業以外の経費は含めないでください。やむを得ず、見積書に、本補助事業以外の経費が含められている場合、証拠書類等により補助事業分が特定できない場合は、申請を受け付けることができません。
〇　(11)については、金融機関名・店舗名・口座種別・口座番号・口座名義の分かるものを提出してください。
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